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諮問庁：厚生労働大臣 

諮問日：平成３１年３月５日（平成３１年（行情）諮問第１８４号） 

答申日：令和２年１０月１２日（令和２年度（行情）答申第２９９号） 

事件名：「脳死下での臓器提供事例に係る検証結果に関する報告書（案）」の

不開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   「別紙に掲げる事例番号の「脳死下での臓器提供事例に係る検証結果に

関する報告書（案）」」（以下「本件対象文書」という。）につき，その

全部を不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 審査請求の趣旨 

   本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（以下「法」という。）３条の規定に基づく開示請求に対し，平成３０年

１１月１６日付け厚生労働省発健１１１６第３号により厚生労働大臣（以

下「処分庁」又は「諮問庁」という。）が行った不開示決定（以下「原処

分」という。）について，その取消しを求めるというものである。 

 ２ 審査請求の理由 

   審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

 （１）審査請求書 

処分庁は，「遺族等からは公表の了解が得られておらず」等の理由で

法５条６号柱書きに該当することを理由として，不開示にしているが，

不開示事例全部について遺族から文書による非公表の回答を得ているの

かが不明であり，明確な意思表示を得ているかどうか疑問である。遺族

に公表又は非公表の伺いを立てただけで，明確な意思を表明してもらう

べく行政的努力をしないまま，「了解を得られていない」ことを理由に

不開示決定を行うことは不当であり，恣意的な不開示は許せない。 

（２）意見書 

    理由説明書（下記第３。以下第２において同じ。）３「理由」につい

て，以下のとおり反論します。不開示は基本的に不当と考えます。 

   ア 諮問庁が理由説明書３（１）「脳死下臓器提供事例に係る検証の在

り方」で述べている内容については，おおむね理解している。特に

「臓器移植法に基づく脳死下での臓器提供事例に係わる検証に関す

る最終報告書」において，「第三者の立場から検証を行い，その結
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果を国民に公表することは，特に臓器移植に係る国民の信頼を確保

しその定着を図るうえで非常に重要」として，「日本臓器移植ネッ

トワーク（注）等から離れた第三者の立場による検証が行われるべ

き」であるとしていること，さらに，第三者検証機関の「結果報告

書の公表に際しては，事前に，臓器提供者の御家族にその内容の確

認を求める」としていることも，承知している。 

（注）同名の社団法人（現在は同名の公益社団法人）。以下，引用

部分を除き「ネットワーク」という。 

   イ そして，理由説明書３（２）「検証作業の手順」エで，「作成した

結果報告書（案）について，遺族に内容の確認を求め，公表につい

て了解を得る」としているが，これについて，従来は，厚生労働省

臓器移植対策推進室がこの手順に係る業務を行っており，臓器移植

法の理念や上記アで述べた最終報告書の考えを公正に判断できる行

政運営がされていた。 

     ところが現在は，およそ公平性が担保できるとは思えないネットワ

ークになぜか業務を肩代わりさせている。その結果，近年急激に開

示件数が減り，上記アの最終報告書のいう「国民の信頼の確保」等

が失われてしまっている。 

     しかもネットワークは，臓器提供に同意した遺族代表で同意書に署

名した本人から，公表についての賛否意思を確認できる自署による

文書を取っているとは考えられず，遺族に対し電話による口頭説明

だけで意思確認をしているものと考えられる。これは非公表への誘

導とも考えられるものであり，遺族代表の自署による文書のない事

例を非公表とすることは，不当で恣意的な行為としかいえない。 

   ウ 以上のことから，諮問庁の主張を認めることはできない。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の経緯 

（１）審査請求人は，平成３０年１０月１６日付け（同月１７日受付）で処

分庁に対し，法の規定に基づき，「２０１０年９月以降で脳死・臓器移

植に関する検証会議で検証が終了している事例について，検証報告を公

表していない事例の報告書全て。」の開示を求める請求を行った。 

（２）これに対して処分庁が不開示の原処分を行ったところ，審査請求人は

これを不服として，平成３０年１２月１７日付け（同月１８日受付）で

本件審査請求を提起したものである。 

２ 諮問庁としての考え方 

本件対象文書について，法５条６号柱書きに該当するとして不開示とし

た原処分は妥当であると考える。 

３ 理由 
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（１）脳死下臓器提供事例に係る検証の在り方について 

脳死下臓器提供事例に係る検証については，非公開の会議である「脳

死下での臓器提供事例に係る検証会議」（以下「検証会議」という。）

において行われ，その審議の状況及び結果報告書のみを公表していると

ころであるが，その検証の在り方については，臓器移植に関する広範な

問題を議論する公衆衛生審議会疾病対策部会臓器移植専門委員会（現厚

生科学審議会疾病対策部会臓器移植委員会。以下「委員会」という。）

における公開の場で行われた議論により決められたものである。 

   平成１１年２月に国内で初めての脳死下での臓器提供が行われた当時，

委員会における議論の中で，臓器移植の透明性の確保と臓器提供者等の

プライバシーの保護の両立を図ることが極めて重要な課題とされ，また，

臓器提供に関し，その手続が適正に行われたかどうかという点について

第三者の立場から検証を行い，その結果を公表することが，臓器移植に

係る国民の信頼を確保し，その定着を図る上で非常に重要であるとの意

見が出された。このため，これらの点について平成１１年３月の第１３

回委員会から同年１０月の第２２回委員会にかけて議論が行われ，その

結果が「臓器移植法に基づく脳死下での臓器提供事例に係る検証に関す

る最終報告書（平成１１年１０月２７日）」（以下「最終報告書」とい

う。）として取りまとめられた。 

   最終報告書においては，脳死下での臓器提供に係る第三者検証機関に

ついて，「現行の臓器移植法においては，各臓器提供事例についてその

適切性を担保するための検証手続等については特段の規定は存在しない」

とした上で，「しかしながら，これまでに行われた４例の脳死下での臓

器提供事例を踏まえ，臓器提供に関しその手続が適正に行われたかどう

かという点について第三者の立場から検証を行い，その結果を国民に公

表することは，特に臓器移植に係る国民の信頼を確保しその定着を図る

上で非常に重要」であり，「少なくとも臓器移植が一般の医療として国

民の間に定着するまでの間，これまで行われてきている日本臓器移植ネ

ットワークの中央評価委員会等の各当事者による内部検証に加え，何ら

かの形で臓器提供施設，日本臓器移植ネットワーク等から離れた第三者

の立場による検証が行われるべき」であるとしている。 

そして，第三者検証機関における審議方法については「原則として非

公開とするが，審議状況及び結果報告書については公表する」，「結果

報告書の公表に際しては，事前に，臓器提供者の御家族にその内容の確

認を求める」としており，この最終報告書を受けて，厚生大臣（現厚生

労働大臣）が参集を求める会議として検証会議を開催することとした。

平成１２年８月２２日に第１回検証会議を開催している。その後は第５

例目以降の事例の検証を検証会議で行い，その結果報告書を遺族の了解
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を得て公表してきたところである。 

   このように，脳死下臓器提供事例についての透明性の確保とプライバ

シーの保護の両立をいかに図るか，また，国民の信頼を得るためにどの

ような検証を行っていくかという点については，医学，法律の専門家の

ほか報道関係者や患者側の立場の委員を含む委員会において公開の場で

行われた議論の結果，検証の過程における原資料や検証の際の議論に供

した資料についてまで一般に公表するのではなく，検証作業の結果を取

りまとめ，遺族の了解を得た上で結果報告書のみ公表するものとされた

ものである。 

（２）検証作業の手順について 

具体的には，脳死下臓器提供事例については，以下のような手順によ

り検証作業を行い，結果報告書を作成・公表している。 

ア 救命治療及び法的脳死判定等の状況については，提供施設から提出

された資料等に基づき，検証会議の下におかれた医学的検証作業グル

ープにおいて，救命治療及び法的脳死判定等の状況に係る検証作業を

行い，報告書（案）を作成する。 

イ 検証会議において，医学的評価については，臓器提供施設からの提

供資料及び上記アで作成した報告書（案）に基づき検証を行い，また，

臓器のあっせん業務については，ネットワークからの提供資料に基づ

き検証を行う。 

ウ 上記イの結果を踏まえ，検証会議において結果報告書（案）を作成

する。 

エ 上記ウで作成した結果報告書（案）について，遺族に内容の確認を

求め，公表について了解を得る。 

オ 上記エの結果を踏まえ，結果報告書を作成し公表する。 

（３）本件対象文書について（略） 

（４）本件対象文書を不開示とした理由について 

   本件対象文書は，臓器提供者の遺族の了解を得る段階以前に，公にす

ることを前提とせずに提供された資料を基に作成されたものであり，こ

れを公にすることにより，遺族等関係者との信頼関係を失い，臓器提供

施設等から資料の提供等の協力を得ること自体が困難となることが想定

される。また，本件対象文書を公にすることとなれば，非公開を前提と

した自由な検討・議論の材料となる専門家の分析・評価が不十分なもの

となり，作業班や検証会議における各構成員による活発な議論が困難に

なることが想定される。 

その結果，脳死下での臓器提供に係る検証や臓器移植制度の適正な運

用等臓器移植法施行事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため，

法５条６号柱書きに該当し，不開示とすることが妥当である。 
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なお，これまでにも，上記（２）アの報告書（案）に相当する資料及

び（２）ウの結果報告書（案）に相当する資料に係る審査請求について，

法５条６号柱書き（誤記を訂正）に該当すると認められるので不開示と

したことは妥当であるとの情報公開・個人情報保護審査会の答申を受け

たことがあることを申し添える（平成１５年度（行情）答申第４０５号

及び平成１６年度（行情）答申第６０５号）。 

（５）審査請求人の主張について 

審査請求人は，審査請求書において，上記第２の２（１）のとおり主

張し，原処分の取消しを求めている。しかしながら，この点，全ての臓

器提供の事例において，上記（２）「検証作業の手順について」で述べ

た流れのとおり，遺族に対し公表の可否について適切に確認を行ってい

るところであり，審査請求人が主張する「不開示事例全部について遺族

から文書による非公表の回答を得ているのかが不明で，明確な意思表示

を得ているかどうか疑問である」との指摘は当たらない。 

よって，原処分に違法，不当な点はなく，審査請求人の主張は失当で

ある。 

４ 結論 

  以上のとおり，原処分は妥当であり，本件審査請求は棄却すべきものと

考える。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成３１年３月５日  諮問の受理 

   ② 同日         諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同月１９日      審議 

   ④ 同年４月１０日    審査請求人から意見書を収受 

   ⑤ 令和２年７月１６日  委員の交代に伴う所要の手続の実施，本件

対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 同年１０月８日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

 １ 本件開示請求について 

本件開示請求に対し，処分庁は，本件対象文書は法５条６号柱書きに該

当するとして，その全部を不開示とする原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，原処分の取消しを求めているが，諮問庁は，

原処分を妥当としているので，以下，本件対象文書を見分した結果に基づ

き，不開示情報該当性について検討する。 

２ 不開示情報該当性について 

 （１）脳死下臓器提供の検証作業について，当審査会事務局職員をして諮問

庁に確認させたところによると，臓器移植が一般の医療として国民の間
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に定着するまでの暫定的措置として，平成１２年３月２２日に設置され

た検証会議において検証作業が行われているとのことであり，また，検

証会議における検証項目及び検証手続については，同日の検証会議の決

定により方針を定めているとのことである。 

 （２）そこで，諮問庁から「脳死下での臓器提供事例に係る検証項目及び検

証手続について」（平成１２年３月２２日検証会議決定）の提示を受け，

当審査会において確認したところ，以下のとおりであると認められる。 

   ア 「検証項目」としては，検証会議は，①臓器提供者に対する救命治

療の状況，②臓器提供者に対する臨床的脳死診断，法的脳死判定か

ら臓器摘出に至るまでの状況，③ネットワークの行ったあっせん業

務の状況（臓器提供者の家族に対する精神的支援の状況を含む。）

を検証するとされている。 

   イ 「検証内容の公表」については，「本検証会議は，（中略）厚生大

臣に報告した内容を公表する。ただし，公表する内容については，

事前にドナーの家族の承諾を得る。」と明記されている。 

 （３）当審査会において本件対象文書を見分したところ，大きく２種類の文

書から構成されていることが認められる。 

   ア 表紙に資料名として「「第○例目の脳死下での臓器提供に関する医

学的評価について」報告書（案）（医学的検証作業グループ提出資

料）」との記載がみられるもの 

     当該資料の本文には，「救命治療，法的脳死判定等の状況の検証結

果」の標題の下，臓器提供者に係る初期診断・治療に関する評価並

びに臨床的脳死診断及び法的脳死判定に関する評価に分けて，検査

記録・所見と診断・治療経過等の個人の身体の状況が具体的かつ詳

細に記載されていることが認められる。 

   イ 同じく「第○例目の脳死下での臓器提供事例に係るネットワークに

よる臓器あっせん業務の状況の検証結果報告書（案）（社団法人日

本臓器移植ネットワーク提出資料）」との記載がみられるもの 

     当該資料の本文には，「ネットワーク中央評価委員会による臓器あ

っせん業務の状況の検証結果（案）」の標題の下，臓器提供に係る

初動体制，家族への説明と支援，ドナーの医学的検査及びレシピエ

ントの選択，臓器の搬送等の臓器あっせん業務の状況が具体的かつ

詳細に記載されていることが認められる。 

 （４）次に，上記（２）イの検証内容の公表について，当審査会事務局職員

をして諮問庁に更に詳細を確認させたところ，諮問庁は，おおむね以下

のとおり説明する。 

   ア 公表する資料については，脳死下臓器提供事例についての透明性の

確保とプライバシーの両立をいかに図るか，また，国民の信頼を得
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るためにどのような検証を行っていくかという点について議論した

結果，検証の過程における原資料や検証の際の議論に供した資料に

ついてまで一般に公表するのではなく，検証作業の結果を取りまと

め，遺族の了解を得た結果報告書のみを公表するとされたものであ

る。 

   イ 結果報告書について遺族の了解を得るための手続として，以下の手

順を踏んでいる。 

   （ア）結果報告書（案）の作成後，ネットワークが臓器提供者の遺族に

対し，遺族（代表者）の氏名，住所，電話番号等を検証会議に報告

してよいかどうかについて確認する。 

   （イ）上記（ア）の同意が得られた遺族に対し，検証会議から，結果報

告書（案）の内容に係る同意を得るために資料を郵送する旨を電話

で伝えた後，結果報告書（案）及び検証の目的，担当者の連絡先等

を記載した手紙を送付する。 

   （ウ）送付された結果報告書（案）の内容を確認し，公表について同意

する場合にはその旨を文書にて送付していただくこととし，また，

表現の訂正等がある場合には，文書で訂正すべき箇所を明示してい

ただいている。 

 （５）本件開示請求文言（上記第３の１（１））等を踏まえ，本件対象文書

について検討する。 

   ア 審査請求人は，一定期間内における「検証会議で検証が終了してい

る事例」のうち「検証報告を公表していない事例の報告書」の開示

を求めている。 

   イ 当審査会において，厚生労働省ウェブサイトに掲載されている検証

会議の審議状況及び結果報告書の公表状況を確認したところ，本件

対象文書は，平成２２年９月から原処分時（平成３０年１１月１６

日）までの間に検証会議における検証が終了し，結果報告書の公表

がされていない２５５件の事例を列挙したものであると認められる

（なお，このうち１０件については，その後令和２年７月１日時点

までに結果報告書が公表されている。）。 

   ウ 上記第３の３（２）及び上記（４）イの諮問庁の説明からすると，

検証会議による検証の終了後，検証結果が公表されていない事例に

ついては，結果報告書ではなくその案があるだけである。 

     したがって，審査請求人は，該当事例についての（遺族等から公表

の同意が得られていない）「結果報告書（案）」の開示を求めてお

り，また，意見書（上記第２の２（２））において，「遺族代表の

自署による文書がない事例」を非公表とすることを「不当」と主張

しているから，文書による公表不同意の意思表明のないものについ
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ては全て開示すべきとしているものと解される。 

   エ 当審査会において，諮問庁から結果報告書の公表の経緯の実例の提

供を受けて確認したところ，検証結果の公表についての同意の意思

並びに結果報告書（案）の修正箇所の有無及び内容について，遺族

代表者の意思を確認する文書の存在が認められた。このため，上記

（４）の諮問庁の説明のとおり，検証結果の公表に当たっては，公

表に同意する旨の遺族の意思を文書で確認しており，また，公表す

る資料は，検証過程の原資料や結果報告書（案）ではなく，遺族に

よる内容確認を得た結果報告書のみであるものと認められる。 

 （６）以上を踏まえ，検討する。 

   ア 本件対象文書については，上記（３）ア及びイの資料の別に応じて，

医学的検証作業グループ及びネットワークが，ありのままの生のデ

ータをあまねく収集し，関係者による忌憚のない自由かつ活発な議

論により，治療の状況等及び臓器提供の状況等に係る評価を行い，

それぞれその結果を取りまとめて，検証会議による検証に付すため

提出するものであると認められる。 

     また，資料の内容としても，上記（３）ア及びイの資料の別に応じ

てそれぞれ，臓器提供者に係る診断･治療経過，検査記録・所見など

個人の身体の状況が詳細かつ具体的に記載された機微な情報であり，

また，臓器提供に係る初動体制並びに家族への説明，ドナーの医学

的検査及びレシピエントの選択など臓器あっせん業務の状況が詳細

かつ具体的に記載された機微な情報であるものと認められる。 

   イ 上記アのとおり，本件対象文書は，公表・非公表の別なく提出され

た資料を基に医学的検証作業グループ及びネットワークが作成した

ものであることから，臓器提供者の遺族の了解を得ることなく，本

件対象文書を公にすることとなれば，遺族等の関係者との信頼関係

を失い，関係資料の提供すら拒否される事態が生じることが想定さ

れるおそれがあるものと認められる。 

     また，今後同種の事案において，関係医療機関等から臓器提供者の

生データの提供を受けることが困難になるおそれがあるとともに，

非公開を前提としての自由な検討・議論の材料となる専門家の分

析・評価が不十分なものとなり，ひいては医学的検証作業グループ

等における活発な議論も期し得なくなり，検証作業及び臓器移植の

適正な運用を図るという国の事務プロセス全体の適正かつ円滑な進

行上，著しい支障が生じるおそれがあるものと認められる。 

   ウ したがって，本件対象文書については，上記（５）ウの審査請求人

の主張を採用することはできず，公にすることにより，臓器移植法

に基づく脳死下での臓器提供事例に係る検証に係る事務の適正な遂
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行に支障を及ぼすおそれがあると認められることから，法５条６号

柱書きに該当し，不開示としたことは妥当である。 

 ３ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人は，その他種々主張するが，当審査会の上記判断を左右する

ものではない。 

４ 諮問庁の対応について 

（１）原処分後に，本件対象文書のうち事例番号１１５，１５６，１５９，

１６２，１７２，１７６，１８５，２５８，２７６及び３０４について

は，それぞれの結果報告書が公表されていることが認められることから，

諮問庁は，しかるべき方法により審査請求人に対し情報提供することが

望ましい。 

（２）当審査会で確認したところ，事例番号２８９，３２０，３４３ないし

３４６及び３４８ないし３８５については，本件対象文書に係る事例と

同じく，検証会議で審議され，かつ，結果報告書が公表されていない。

この点につき当審査会事務局職員をして諮問庁に照会させたところ，こ

れらの事例についての結果報告書の「公開の可否については確認中であ

り，現時点において開示／不開示は未決定である」旨の回答があった。

本件審査請求においては，審査請求人は本件対象文書の特定について争

っていないと解されるところであり，また，本件対象文書は不開示とす

ることが妥当と判断されるところから，これにより原処分を取り消すに

は及ばないが，これについても，上記（１）と同様に，しかるべき方法

により審査請求人に対し情報提供することが望ましい。 

５ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その全部を法５条６号柱書きに

該当するとして不開示とした決定については，同号柱書きに該当すると認

められるので，妥当であると判断した。 

（第３部会） 

 委員 髙野修一，委員 久末弥生，委員 葭葉裕子 
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別紙 本件対象文書の事例番号 

 

５６，５８，６０，６１，６３，６４，６６ないし６８，７１ないし７３，７

５，７８ないし８７，８９，９０，９２，９４，９６ないし１００，１０２な

いし１０４，１０６ないし１１５，１１８，１２１ないし１３２，１３４ない

し１３７，１３９ないし１４３，１４５ないし１５２，１５４ないし１５７，

１５９，１６０，１６２，１６３，１６５ないし１７７，１７９ないし１９２，

１９４ないし２０３，２０６ないし２１０，２１２，２１３，２１５ないし２

１９，２２１ないし２２５，２２７ないし２３５，２３８，２４０ないし２８

８，２９０ないし２９５，２９７，２９８，３００ないし３０６，３０８，３

１０ないし３１９，３２１，３２３ないし３４１，３４７，４００及び４６７ 

 

 

 


